
人 □過疎 ☑

％ □山村 ☑

人 □離島 □

％ □不交付 □

（参考）６５才以上人口

人

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ 千円

千円

Ｆ 千円

千円

Ｇ

）

Ｈ ％

％

Ｉ ％

Ｊ

％ 千円

％ ）

％

％

千円

千円

国民健康保険
（事業勘定） 無

介護保険
（保険事業勘定） 無

後期高齢者医療 無

下 水 道 事 業 有 世帯

介護サービス事業 無 人

都市開発事業 無 円

円

円

千円

千円

千円

決 算 状 況 団 体
名 国分寺市 ５ 年 度 交 付 税

種 地 区 分 II－10

令 和 ５ 年 度 団体コード 132144 市町村類型 Ⅲ－３

国
調

Ｒ２年 129,242 首都 ＜ごみ・し尿処理＞

人 口 指定団体等の状況 事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

増減率（Ｒ２年／Ｈ27年） 5.3 近郊整備 東京たま広域資源循環組合

住
民
基
本
台
帳

Ｒ６．１．１ 128,762 既成市街地 浅川清流環境組合

対前年度増減率 0.4 広域行政圏 湖南衛生組合

Ｒ６．１．１ 東京都十一市競輪事業組合28,455

面
積

11.46 ｋ㎡

＜収益事業＞

決算収支の状況（千円） 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
東京都四市競艇事業組合

＜その他＞

東京都後期高齢者医療広域連合

歳 入 総 額
61,875,819 57,156,236

東京市町村総合事務組合

2．
歳 出 総 額

59,826,565 54,213,942

1．

3．
歳 入 歳 出 差 引 額

2,049,254 2,942,294
（Ａ－Ｂ）

4．
翌年度に繰り越すべき財源

196,481 316,794

5．
実 質 収 支

1,852,773 2,625,500
指 数 等

（Ｃ－Ｄ） 基 準 財 政 需 要 額 19,353,707

6．
単 年 度 収 支

▲ 772,727 237,232
基 準 財 政 収 入 額 20,644,595

標 準 財 政 規 模 26,724,955

7．
積 立 金

643,722 755,585
うち臨時財政対策債発行可能額 0

財 政 力 指 数
1.033

実 質 収 支 比 率 6.9

繰 上 償 還 金
0 0

単年度（ 1.067

9．
積 立 金 取 崩 額

655,333 725,676
公 債 費 負 担 比 率

8．

10．
実 質 単 年 度 収 支

▲ 784,338 267,141
地 方 債 現 在 高 Ａ

23,239,513 千円

（財政調整基金） 経 常 収 支 比 率 95.7

5.8

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） （ 特 定 資 金 公 共 投 資 事 業 債 除 く ）

健 全 化 判 断 比 率 債 務 負 担 行 為 翌 年 度 以 降
33,473,989 千円

※（）書きは、早期健全化基準である。 支 出 予 定 額 Ｂ

連結実質赤字比率 - （16.98） （ う ち 財 政 調 整 基 金 ） （ 4,124,544

実 質 赤 字 比 率 - （11.98） 積 立 金 現 在 高 Ｃ 14,787,646

実 質 公 債費 比 率 1.2 （25.0） 将 来 に わ た る 財 政 負 担
41,925,856 千円

将 来 負 担 比 率 15.3 （350.0） Ａ ＋ Ｂ － Ｃ

積 立 基 金 取 崩 額 2,155,068

収 益 事 業 収 入 180,000

一 般 職 員 （ Ｒ ６ ． ４ ． １ 現 在 ） 特 別 職 等 （ Ｒ ６ ． ４ ． １ 現 在 ）

区 分
職 員 数 ４ 月 分 給 料 支 払 １ 人 当 り 支 給

区 分
改 定 実 施 １ 人 当 り 平 均 給 料

Ａ 人 総 額 Ｂ 千 円 月額 Ｂ /Ａ 円 年 月 日 （ 報 酬 ） 月 額 円

一 般 職 員 631 206,871 327,846 市 町 村 長 H5.12.1

う ち 技 能 労 務 職 27 8,861 328,185 副 市 町 村 長 H5.12.1 770,000

900,000

教 育 公 務 員 3 1,280 426,667 教 育 長 H5.12.1 710,000

消 防 職 員

H5.12.1 540,000

合 計 634 208,151 328,314 副 議 長 H5.12.1

臨 時 職 員
議

会

議 長

公

営

事

業

の

状

況

事業名
法
適
用

実質収支額 普通会計からの 職員数 議 員 H5.12.1

490,000

470,000

千円 繰入金　　　千円 人 議員定数
（

22 人）
277,785 1,638,173 10

296,288 1,534,715 19

22,169 310,467 5

▲ 277,682 616,375 10
国
保
事
業
会
計
の
状
況

加 入 世 帯 数

0 107,720 0 １ 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額 150,797

0 82,145 0 被 保 険 者 数 21,431

15,391

被 保 険 者 １ 人 当 り 保 険 税 調 定 額 108,298

被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用 519,008

保 険 税 （ 料 ） 2,319,889

保 険 給 付 費 6,806,866

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 3,850,511

（注）１　構成比等の％は、原則として、小数点第２位を四捨五入しているため、合計しても100％にならないことがある。
　　　２　計数については、原則として、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計等と一致しないことがある。



千円

補 助

単 独

そ の 他 経常経費充当一般財源等

千円

経常収支比率

％

( ) ( ) ％

( ) ( )

性 質 別 歳 出

区 分
決 算 額 構 成 比

経常一般
構 成 比

区 分
決 算 額 構 成 比

充当一般

歳 入

経常経費 経 常 収 支

財 源 等 財 源 等 充当一財等 比 率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

6,243,330 22.8

地 方 譲 与 税 197,146 0.3

22,816,370 83.5 人 件 費 7,647,033 12.8 6,919,788地 方 税 24,818,891 40.1

3,944,014 14.4

利 子 割 交 付 金 50,749 0.1 50,749

197,146 0.7 うち職員給 4,368,630 7.3 3,985,194

17.3

配 当 割 交 付 金 270,003 0.4 270,003

0.2 扶 助 費 17,023,093 28.5 5,796,933 4,725,053

元 利 償 還 金 2,079,204 3.5 2,079,204 2,079,204 7.6

7.6

株式等譲渡所得割交付金 290,041 0.5 290,041 1.1

1.0 公 債 費 2,079,241 3.5 2,079,241 2,079,241

0.0 37 37 0.0

ゴルフ場利用税交付金 0 0.0 0

2,955,325 4.8 2,955,325 10.8 一 時 借 入 金 利 子 37地方消費 税交付金

物 件 費 10,373,447 17.3 7,304,756 6,702,879 24.5

47.7

特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0

0.0 小 計 26,749,367 44.7 14,795,962 13,047,624

維 持 補 修 費 191,191 0.3 165,458 165,458 0.6軽油引取税・自動車取得税
交 付 金

1,451 0.0 1,451 0.0

10.1 4,207,396 3,415,802 12.5

法人事業 税交付金 387,668 0.6 387,668

54,299 0.1 54,299 0.2 補 助 費 等 6,031,632自動車税環境性能割交付金

地方特例 交付金等 133,743 0.2 133,743

1.4 積 立 金 3,197,681 5.3 3,116,182

0.0

地 方 交 付 税 109,131 0.2 0 0.0 繰 出 金 4,719,352

0.5 投資及び出資金・貸付金 4,022 0.0 4,022 0

7.9 4,194,227 2,815,302 10.3

普 通 0.0 0

特 別 109,131 0.2 投 資 的 経 費

0 0.0 0 0.0 前 年 度 繰 上 充 用 金 0

8,559,873 14.3 274,646

震 災 復 興 特 別 0 64,546 歳入一般財源等

交通安全対策特別交付金 7,992 0.0 7,992 0.0

内

訳

0.0 うち人件費 64,546 0.1
普 通 建 設
事 業 費

8,559,444 14.3 274,217 36,111,903

3.9 60,014

小 計 29,276,439 47.3 27,164,787 99.4

国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金 0 0.0 0 0.0 2,342,544

6,216,900 10.4 214,203

分 担 金 ・ 負 担 金 0

使 用 料 563,047 0.9 167,331 0.6 災 害 復 旧
事 業 費

367,185 0.6 1,615 0.0 0 0.0

429 0.0 429 26,147,065

国 庫 支 出 金 11,229,887 18.1

手 数 料 472,860 0.8

合 計 59,826,565 100.0 34,062,649

0 0.0 00 0.0 失 業 対 策
事 業 費

都 支 出 金 8,876,660 14.3

財 産 収 入 117,304 0.2 0 0.0 目 的 別 歳 出 95.7

財 源 等区 分
決 算 額 構 成 比

充当一般

繰 入 金 2,388,155 3.9

寄 附 金 40,807 0.1

％ 千円 経常収支比率

諸 収 入 1,327,381 2.1 205 0.0

繰 越 金 2,942,294 4.8 千円

議 会 費 313,647 0.5 313,647 （減収補塡債特例分、臨時財政対策債を

地 方 債

うち減収補塡債特例分 0 0.0

4,273,800 6.9

民 生 費 27,454,828 45.9 13,211,688 95.7

16.1 5,498,145 歳入経常一般財源等に加えない場合）総 務 費 9,640,955

9.2 3,536,307

合 計 61,875,819

0 0.0 衛 生 費 5,494,614うち臨時財政対策債

181,406

徴 収 率 農 林 水 産 業 費 176,961

100.0 27,333,938 100.0 労 働 費 187,109 0.3

0.3 122,081

区 分

現 年 滞 納
合 計

商 工 費 121,065 0.2 113,606

課税分 繰越分 土 木 費 5,676,133 9.5 3,513,058

％ ％ ％ 消 防 費 1,761,915 2.9 1,256,341

市 町 村 税 合 計 99.6 45.2 99.2 教 育 費 6,919,668 11.6 4,236,700

（徴収猶予分除く） 429

市 町 村 民 税 99.4 36.7 98.8

（99.6） （45.2） （99.2） 災 害 復 旧 費 429 0.0

公 債 費 2,079,241 3.5 2,079,241

0 0.0 0純 固 定 資 産 税 99.7 64.4 99.5 諸 支 出 金

0.0 0

納税義務者数

国民健康保険税（料） 97.2 34.8 92.7 前 年 度 繰 上 充 用 金 0

34,062,649
法 人 税 割 4,601

個 人 均 等 割 71,285 人
合 計 59,826,565 100.0

人

市 町 村 税 令和５年度大規模事業（単位：百万円）

新庁舎建設事業（工事等） 3,736

区 分
決算額 構成比 増減率

超過課税分

収入済額

％ ％

小学校35人学級施設整備事業 825

千円 千円 国３・４・12号線整備事業 386

市町村民税
個 人 分 12,450,502 50.2 1.6 0 橋りょう補修事業 383

法 人 分 897,033 3.6 ▲ 1.3 124,420 民設民営保育所園舎建設費等補助事業 291

固 定 資 産 税 8,549,903 34.4 0.6 0 史跡武蔵国分寺跡公園用地買収事業 290

鉱 産 税

道路新設改修工事事業 255

市 町 村 た ば こ 税 832,004 3.4

軽 自 動 車 税 86,928 0.4 2.3 0

0 0.0 0.0 0 戸倉公園整備事業（用地） 198

7.0 地域密着型サービス拠点施設等整備補助事業 205

0 0.0 0.0 民設民営保育所園舎建設費等補助事業（認可保育所移行支援） 195特 別 土 地 保 有 税

0 0.0 0.0 中学校の施設整備事業 176法 定 外 普 通 税

2,002,521 8.1 1.0 0 無電柱化事業 161目 的 税

0 0.0 0.0 0 小学校の施設整備事業 157入 湯 税

0 0.0 0.0 いずみプラザ大規模改修事業 143事 業 所 税

都 市 計 画 税 2,002,521 8.1 1.0

旧 法 に よ る 税 0 0.0 0.0

国３・４・１号線整備事業 137

法 定 外 目 的 税 0 0.0 0.0 史跡武蔵国分寺跡公園整備事業 115

0 防災行政無線等再整備事業 82

合 計 24,818,891 100.0 1.3 124,420 西町五丁目交差点改良事業（用地） 78


